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抄録
新型コロナウイルス感染症の流行により，国内の保健所では感染症対策人員を中心とする多くの職
員が対応に追われる事態となり，平時に実施されていた保健所でのエイズ対策にも大きな影響が及ん
だ．近年，抗ウイルス薬の開発と服薬負担の軽減により，HIV陽性者も通常の生活を送りながら長期
療養が可能となったが，国内ではエイズを発症してから届出される報告数が, 依然として新規報告数の
約 3 割で推移している．予防啓発とともに，性感染症を含めた利便性の高い検査体制の普及・強化が
必要である．同時に多様性社会における性的マイノリティの実状への理解を深め，当事者の視点でコ
ミュニティと協働した対策や支援を講じる必要がある．対策の要となる公衆衛生・地域保健従事者の
育成は今後も重要であり，新興感染症や災害等の有事にもエイズ対策が滞ることのないよう，HIV新
規感染ゼロの実現に向けて，持続可能な対策の整備が期待される．

キーワード： HIV感染症，エイズ対策，新規感染ゼロ, 多様性社会, 持続可能, 新型コロナウイルス感
染症

特集：withコロナ時代の持続可能なエイズ対策―新規感染ゼロへの挑戦―
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I．はじめに

新型コロナウイルス感染症の流行により，国内の保健
所では感染症対策人員を中心とする多くの職員が対応に
追われる事態となった．したがって平時に実施されてい
た保健所での検査・相談の中止など，HIV感染症対策に
も大きな影響が及んだ．また，この間，外出を自粛し公
共施設等の利用を控える国民も増え，本来であれば受け
ていた検査や相談が控えられていた懸念がある．2021年
の保健所等におけるHIV抗体検査件数は58,172件，相談
件数は54,551件となり，新型コロナウイルス感染症流行
前の半数以下となる過去20年間で最も低い件数となった
[1]．

HIV感染症は，治療薬の開発と普及により，抗ウイル
ス薬の服薬負担が大幅に改善され，HIV陽性者も通常の
生活を送りながら長期療養が可能となっている．またウ
イルス量を極限まで減らすことにより，パートナーへの
感染が抑えられることから，新規感染者をゼロにするこ
とも期待されている．WHO/UNAIDSでは，主要な予防
戦略として早期診断・早期診療を基本としたケアカス
ケード戦略”90-90-90”（HIVに感染した人を100として診
断率90％，治療率90％，ウイルス制御率90％とすること）
を展開し，目標値をさらに95％に引き上げ，2030年まで
のエイズ流行終結と差別ゼロ（共に生きる社会）を目指
している[2]．日本国内でも，このHIVケアカスケード評
価に向け，エイズ発生動向調査報告値を基盤データとし
た調査研究が積極的に進められている[3]．
2021年の国内新規HIV感染者報告数は742件で 5 年連
続減少傾向が続いているが，2020年以降の検査数減少の
影響についても考慮が必要である．新規報告数全体に占
めるエイズ患者報告数（エイズを発症してから届出され
る数）の割合は，依然として約 3 割のまま推移してお
り，保健所や自治体においては，エイズ予防指針を踏ま

え，利便性に配慮したHIV検査相談体制をさらに推進す
る必要がある．また，新規HIV感染者や新規エイズ患者
報告の感染経路として，男性同性間性的接触によるもの
が72％，異性間性的接触が12％となっており，予防対策
の推進が望まれるが，多様性社会において，性的マイノ
リティへの社会的偏見や差別を生まないよう配慮が必要
である．
本稿では，エイズ対策に携わる公衆衛生・地域保健従
事者が，現状の課題を踏まえながら，どのような視点で
対策や支援に臨むことが期待されるかについて見解を述
べる．

II．感染症法の位置づけと改正エイズ予防指針

国内のエイズ対策は，「感染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法律（以下，感染症法）」に基
づき平成11年に策定された「後天性免疫不全症候群に
関する特定感染症予防指針（以下，エイズ予防指針）」
に沿って実施されており，エイズ予防指針は少なくと
も 5 年ごとに再検討し改正されている[4]．HIVはレト
ロウイルスの一種であるヒト免疫不全ウイルス（human 
immunodeficiency virus：HIV）であり，このウイルスに
よって免疫不全が生じ，日和見感染症や悪性腫瘍が合
併した状態をエイズ（後天性免疫不全症候群（acquired 
immunodeficiency syndrome：AIDS）という[5]．感染症
法では，HIV感染症は「後天性免疫不全症候群」として
全数報告対象（ 5 類感染症）となっており，診断した医
師は 7 日以内に最寄りの保健所を通して都道府県知事に
届出を行う[6]．この際，無症状病原体保有者も届出の
対象であり，エイズ発症の有無にかかわらず届出が必要
である．
平成30年改正エイズ予防指針では，国と地方の役割分
担のもと，人権を尊重しつつ，普及啓発および教育，検
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査・相談体制の充実，医療の提供などの施策に取り組む
こととされている（表 1 ）[4, 7]．予防指針に記載され
た検査体制についてのいくつかのポイントとして，保健
所での他の性感染症との同時検査や，外部委託等による
検査利用機会の拡大，郵送検査の検討等が挙げられてい
る[7]．

III．予防教育と効果的な普及啓発

近年，治療の進歩によりHIV感染者の生命予後は大き
く改善しているが，予防の意義が薄れることはない．現
在も国内での主要な感染経路は性行為であることから，
特に性に関する適切な意思決定や行動選択能力の形成過
程にある青少年に対しては，心身の健康を育むための教
育の中で，HIVに関する知識の普及啓発を行うことが重
要とされている[4]．
過去に国内では，若年者への性教育に関する内容や

時期について，批判を含めた多くの議論がなされてき
た[8]．そのため，文部科学省では，学校での性教育を，
学習指導要領に基づき，性に関する正しい理解と適切な
行動をとれるよう，体育科，保健体育科や特別活動など，
学校教育活動全体を通じた指導を行っている[9]．指導
に当たっては，①発達の段階を踏まえること ②学校全
体で共通理解を図ること ③保護者の理解を得ることな
どに配慮するとともに，④事前に，集団で一律に指導（集
団指導）する内容と個々の児童生徒の状況等に応じ個別
に指導（個別指導）する内容を区別しておくなど，計画
性をもって実施することが，学習指導要領解説（保健体
育編）に記載されている[9]．エイズや性感染症につい
ては，中学校の学習指導要領の中で取り扱うものと記載
されているため，保健従事者における講演等を含めた指
導教育においても，教育現場の方針について十分な理解
が必要である[10]．
これまでに，HIV感染は男性間で性的接触を行う者
（Men who have sex with men，以下MSM）や，性風俗

産業の従事者及び薬物乱用・依存者における感染が拡大
する危険性が高いという特徴が知られている[4]．国内
では，個別施策層（施策の実施において特別な配慮を必
要とする人々をいう）と位置付けて対策が展開されてお
り，CBO（Community Based Organization）の啓発活動
拠点として「コミュニティセンター」が設置された[11]．
CBOは，MSM向け商業施設が集積する地域で啓発活動
に取り組んでおり，2003年に大阪（dista），東京（akta）
で開設され，その後は名古屋（rise），福岡（haco），仙
台（ZEL），那覇（mabui）にも開設された．2011年から
公益財団法人エイズ予防財団が事業を受託し，当事者
CBOを中心とした運営を実施している[11]．商業施設に
保健所関係者が直接立入ることは，ともすれば当事者や
施設側にネガティブな影響を与える場合もあるが，これ
らCBOと協働して対策を進めることで，両者のコミュ
ニケーションを円滑にした対策を実施することが可能で
ある．また，性風俗産業従事者への啓発活動は，これま
での調査で保健所における対策が少ないと報告されてい
る[12]．性産業の形態は急速に複雑化・多様化している
ことから，潜在的な感染の拡大を防ぐための実態把握が
必要である[13]．さらに，国内の報告割合は低いが，注
射薬物使用者のHIV感染リスクは高く，社会から排除さ
れやすい集団であるため，必要なサービスから取り残さ
れている可能性が指摘されている[14]．国内においても
これら薬物使用者へのHIV感染対策の検討が望まれる．

IV．エイズ診療・医療提供体制

エイズの診療・医療提供体制整備の背景には，1980年
代に血友病患者が血液製剤を介してHIV感染した薬害エ
イズの訴訟の歴史がある[15]．エイズ治療の中核的医療
機関である国立国際医療研究センター・エイズ治療・研
究開発センター（ACC：AIDS Clinical Center）は，HIV
診療の恒久対策として1997年に国立国際医療センター病
院（当時）に設置された．その後は，”高度な医療と研究”

表 1　後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針改正のポイント
〇効果的な普及啓発
　・国民一人ひとりが感染者等に対する偏見・差別を解消し、自らの健康問題として感染予防を適切に行うことが重要である。
　・感染者等の大半を占めるMSMについて、普及啓発が行き届いていない対象者を把握するなど、取組を強化する。
○ 発生動向調査の強化
　・エイズ発生動向調査の分析を引き続き強化するとともに、分析にあたっては地域差を考慮する。
　・国連合同エイズ計画（UNAIDS）が提唱するケアカスケードの評価に資する疫学調査・研究等を継続的に実施する。
○ 保健所等・医療機関での検査拡大
　・他の性感染症との同時検査や検査の外部委託等、検査利用機会の拡大を促進する。
　・ 医療機関において、HIV感染症・エイズが疑われる者のみならず性感染症が疑われる者に対しての積極的な HIV検査の実施
を促す。　

　・近年利用者数が増加している郵送検査について、更なる検査が必要とされた者の医療機関への結び付けについて検討する。
○ 予後改善に伴う新たな課題へ対応するための医療の提供
　・地域の保健医療サービス及び介護・福祉サービスと連携して、エイズ治療拠点病院を中心とする包括的な診療体制を構築する。
　・関係する診療科及び部門間の連携を強化し、医療機関全体で対応できる体制を整備する。

参考文献 [7]より抜粋．
MSM: Men who have sex with men
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を担う地方ブロック拠点病院（北海道，東北，北陸，関
東甲信越，東海，近畿，中国・四国，九州の各ブロック
に 1 か所以上設置．14カ所），”高度な医療”を担う中核拠
点病院（各都道府県が 1 か所以上設置.59カ所），”総合
的な治療”を担う拠点病院（各都道府県378カ所）が整備
されている（2021年 4 月 1 日時点）[16]．

HIVによる免疫機能障害は，障害者総合支援法に基づ
く自立支援医療制度の対象として，抗HIV療法や免疫調
節療法等の治療費の自己負担額軽減があり，これら必要
な情報へのアクセスが適切になされるような配慮も必要
である[17]．一方で，自己免疫低下が客観的に示されな
い場合の医療費負担についても適切に示される必要があ
り，早期治療開始ひいては新規感染ゼロの観点からも検
討すべき課題である．

HIV感染症の診療と医療提供体制の充実は，過去30年
で大きな進歩がみられ，保健所や自治体から医療機関
への速やかな連携が可能になっている．HIVの治療では，
プライバシー保護や社会的偏見・差別を避けるため，居
住区以外での治療を選択する患者もみられる．エイズ診
療拠点病院との連携は重要であるが，身近な診療所で治
療継続しつつ，免疫機能障害の自立支援医療等の複数施
設での認定も重要と考えられる[18]．
さらに医療提供体制の一つとして，歯科保健医療サー

ビスの提供も重要である．歯科診療は，国民にとって，
幼少時から最も馴染みの深い診療領域の一つであるが，
これまでにHIV陽性者の歯科治療が拒まれた事例の報告
や，感染管理の問題点等が指摘されてきた[19]．適切な
口腔ケアが，HIV感染症療養の点で臨床的にも重要であ
ることは周知の事実となっており，地域において安心し
て受診できる歯科医療ネットワークの構築は，当事者の
療養をライフコースで支えるために極めて重要である
[20, 21]．

V ．国立保健医療科学院におけるエイズ対策研
修の経緯と概要

国立保健医療科学院（以下,科学院）におけるエイズ
対策研修の歴史は古く，平成 4 年に旧国立公衆衛生院で
開始された教育訓練（現在は教育研修）をはじめとして
継続され，令和 4 年で30年目を迎えた[22]．開始当時は，
厚生省内に厚生大臣を本部長とする「エイズストップ作
戦本部」が設置され，公衆衛生審議会，伝染病予防部会，
エイズ対策委員会から「エイズ対策に関する提言」が発
表された年でもあった．その後，時代の変遷とともに予
防指針等の改正を経て，“新しい時代の感染症対策とし
てエイズ対策を中心としながら新時代の感染症対策のた
めの訓練を行うこと”を目的とし，都道府県の担当技術
吏員，また保健所の医師および保健婦（現在：保健師）
を対象に「基礎」「応用」の 2 種類の研修が行なわれる
ようになった[22]．前者では講義による正しい知識の習
得，後者では病院見学等による現場の理解の促進ととも

にカウンセリングや電話相談等の演習によるスキル向上
が目指された．当時の一般市民のHIVに関する認知度は
十分でなく，保健所職員においても，検査陽性者への対
応やカウンセリングをどのように実施するかを模索して
いた時期といえる．
医療の進歩によってHIV感染者が長期にわたり社会生
活を送ることが可能となるにつれ，保健所には療養上の
様々な不安に対応できるサポートや情報提供，カウンセ
リング体制などの整備を前提としたHIV検査の普及と推
進が必要とされた．予防啓発のみにとどまらず，検査か
ら診療，療養へ至るネットワーク構築に資する多面的能
力が求められるようになった[22]．
現在，科学院のエイズ対策研修は，地方公共団体の本
庁職員や都道府県・保健所設置市・特別区の保健所等の
職員で，エイズ対策の企画・実施・評価に携わっている
者を対象としている．科学的根拠に基づくHIV/エイズ対
策を地域で効果的に実践するために，HIV/エイズの病
態，疫学，社会的背景，個別施策（予防・普及啓発，検
査相談，医療体制，療養支援，人材育成）に関する最新
の知識の習得のみでなく，エイズ対策の企画・実施・評
価に関する総合的な技術を修得することを目的としてい
る[23]．全国各地から集まった受講生は講義受講のみで
なく，事前課題をもとに，所管内の現状や問題点を整理
し，各地域において奏効した対策等の情報交換を行いな
がら，グループワークで討議を深める．地域ブロック内
を中心に，場合によっては都道府県域，保健所の種類 
（都道府県型，政令市型，本庁等）の枠を越えた意見交
換を行うことで視野が拡がり，幅広い情報交換や人的
ネットワークの構築が行われている．

VI．今後の持続可能な対策の整備にむけた展望

持続可能なエイズ対策を展開していくためには，当事
者の視点に立った対策を自ら計画し，実施・評価できる
人材の育成が必要である．実際のデータに基づいて問題
点を整理し，当事者からの声を拾いあげて対策を作り上
げる能力が備われば，その後も地域における持続的な対
策が期待できる．科学院のエイズ対策研修では，データ
の分析・評価に関する技術習得のみでなく，当事者に話
をしていただく機会も重視している．行政の担当者の中
には，直接HIV陽性者の方々と接する機会が乏しい者も
いる．検査や相談に訪れる人は，担当者にとっては数百
人のうちの 1 人でも，当事者にとってはその後の治療や
生活を左右する大事な一場面である．実際に生の言葉で
話を聞くことは，行政従事者が当事者中心の検査・治
療・療養を考えることにつながる[24]．さらに，性的マ
イノリティや性産業従事者など，社会的偏見や差別を
受けやすい人々の声を丁寧に拾い上げることも，“誰ひ
とり取り残さない“持続可能な社会に向けて重要であり，
前述の研修においても重要視されている．
人材育成のハード面においては，2020年以降の新型コ
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ロナウイルス感染症の流行により，エイズ対策研修でも
多くの困難があった．しかし，集合研修をオンライン研
修に切り替えることで，現場で多忙な職員にも学びの機
会が確保され，有事に必要な情報の共有も可能となった．
今後のwithコロナ，もしくは別の新興感染症等による有
事の際にもIT（Information Technolog）を積極的に活用
した柔軟な研修体制を検討する契機ともなった．いかに
治療が進歩したとはいえ，HIV感染症は予防可能な感染
症であり，適切な予防策をとることが大切である．また，
エイズ発症を防ぐには，早期発見と早期治療が重要であ
り，これは新たな感染者の抑制にもつながる．対策の要
となる公衆衛生・地域保健従事者の育成により，新興感
染症や災害等の有事にもエイズ対策が滞ることのないよ
う，HIV新規感染ゼロの実現に向けて，持続可能な対策
の整備が期待される．
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